
第４章 予算科目に基づく事業評価（事業評価書） 

１ 事業評価書の見方 

①計画(PLAN) 

上段の予算で主にどのような事業

を行っていくか、その事業が総合

計画のどの部分に関連しているか

を記載しています。 

②実施(DO) 

実施した事業にいくらかかった

か、実績としてどこまでのことが

できたかを記載しています。 

③評価(CHECK) 

事業がしっかり実施されているか

評価するための指標・目標値を掲

げ、実際の実績値をふまえた担当

評価を記載しています。 

④改善(ACTION) 

担当評価をした結果出てきた課

題、その課題を解決するための改

善策・今後の推進方針を記載して

います。 

予算科目 2 款 1 項 8 目 1 事業

予算額 0千円

決算額 0千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

事業概要
住民との協働により、総合計画、姉妹町村等友好交流、男女共同参画、広域行政、国際交流等に係
る事務事業を推進します

担当課　企画課

企画政策係　内線332・335

一般企画費

一般財源 10,352千円

8,984千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

98.2%

町債

10,357千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

姉妹都市等友好交流事業 総合計画策定事業 姉妹都市等友好交流事業 総合計画策定事業

0千円 その他 5千円

事業実績

0千円 一般財源 8,984千円

事業内容

姉妹都市等交流町（岐阜県八百津町・長野県
下諏訪町）との親交を深めるための事業を実
施します。
　小学生交流事業
　宿泊助成事業
　産業まつり等相互出店

第6次南知多町総合計画の計画期間が令和２
年度で終了するため、社会情勢や町民意識の
変化を幅広く反映させた第7次南知多町総合
計画を2か年で策定します。

614,000円 7,506,000円

371,616円 7,370,000円

360,016円 7,370,000円

11,600円 0円

60.5%

小学生による交流事業　参加者：69人
宿泊助成事業　利用者：2人
八百津町産業文化祭R1.11.9～10
長野県下諏訪町農業祭R1.9.14
南知多町産業まつりR1.11.3

第7次総合計画策定支援業務委託
総合計画推進本部
・本部会議　12回／年
・調整会議　12回／年
・作業部会　12回／年
住民意識調査　R1.12

3-6
多様性を認め、共に支え合う
コミュニティ 4-2 業務の高度化、効率化

1-2 次代の担い手を育む教育環境

③

2-4
何度も訪れたくなる観光・交
流 4-3 町民の満足度向上

事業指標
小学生交流事業参加児童・宿泊助成利用者数
合計

総合計画策定部会の開催

1 ② 3 ① ②

宿泊助成については周知が不足している。
令和３年度から計画の運用を開始するにあた
り、住民参画及び外部評価について検討する
必要がある。

100人以上/年 10回以上/年

71人/年 12回/年

改善・対応策
庁内の関係する事業で宿泊助成が利用可能な
団体利用への周知、SNSを活用した周知を行
う。

町内各団体からの推薦者等で組織する審議会
の設置及び住民意識調査について、モニター
制を導入し、幅広く町民意見の把握及び反映
に努める。

未達成

課題

達成

担当課評価 ※③

小学生交流事業についてはほぼ定員の参加が
あり、有用なサービス提供ができたが、宿泊
助成利用者については、利用者の低迷が続い
ている。

推進本部会議の開催に加え、職員研修及び住
民意識調査を実施し、社会情勢や町民意識の
変化を幅広く反映させた素案を完成させるこ
とができたと考える。 Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
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令和元年度　事業評価書

予算科目

予算額 117,232千円

決算額 103,696千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

事業概要 師崎港駐車場事業の適切な運用に努めます
担当課　建設課

都市計画係　内線237・234

師崎港駐車場事業特別会計

103,696千円 財源内訳　一般会計繰入金 0千円 その他

84.6%

117,232千円 財源内訳　一般会計繰入金 0千円 その他

一般管理 維持管理 一般管理 維持管理

事業実績

事業内容

師崎港駐車場事業に係る事務を実施しま
す。

師崎港駐車場施設の適正な管理を実施しま
す。

13,065,000円 80,503,000円

12,838,814円 68,136,537円

12,838,814円 68,136,537円

98.3%

師崎港駐車場事業に係る事務を実施した。

職員人件費負担金　　　      7,000千円
消費税及び地方消費税　      4,861千円
消耗品費　　　　　　　　      967千円
普通旅費　　　　　　　　       11千円

駐車場施設の適正な管理を実施した。
駐車場管理システム保守点検手数料 1,210千円
駐車場管理委託料　　　　　　　　16,849千円
駐車場移動式粉末消火設備取替工事 7,502千円
駐車場補修塗装工事              15,003千円
駐車場管理システム等取替工事　  24,345千円
修繕料　　　　　　　　 　          401千円
光熱水費等  　　　　　　         2,826千円

③

3-4
安心な暮らしを支えるインフ
ラ

事業指標 駐車場利用状況の把握 施設・設備の保守点検

1 2 ③ 1 2

特になし
・施設を良好な状態で維持すること
・潮風に対する防錆対策

12回/年 12回/年

12回/年 12回/年

改善・対応策

・不具合に対して、迅速な対応とともに計
画的な整備の実施を行う。
・効果的かつ適切な対策を検討する。

達成

課題

達成

担当課評価 ※③

施設の利用状況を適切に把握した。 施設の適切な維持管理ができた。

Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い

Ｂ
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令和元年度　事業評価書

予算科目

予算額 48,165千円

決算額 41,506千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

効率的な汚水処理及び適正な排水水質の維
持ができた。

浄化センターの汚水処理施設及びポンプ施
設の更新ができた。

Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い

Ｂ

施設の老朽化が進行している。
施設の老朽化が進行しており、今後、事業
費の増加が予想される。

１回／月 令和２年３月３１日まで

１回／月 令和２年２月２８日まで

改善・対応策
適切な維持管理を行い、定期的に計器類の
取替を実施する。

策定した機能保全計画を基に適正な維持管
理を行い、計画的に修繕を実施する。

達成

課題

達成

事業指標
マンホールポンプの点検による目詰まりの
防止を図る

施設改良工事による施設の延命化を図る

1 2 ③ 1 2

浄化センター運転管理委託
マンホールポンプ点検委託
浄化センター汚泥搬出委託
集落排水使用料収納事務委託
浄化センター電気保安管理業務委託
浄化センター等緊急出動委託
浄化センター草刈業務委託
集落排水施設維持修繕工事

処理場等設備改良工事
　給水ユニット基盤取替　 1式
　ばっ気撹拌装置整備　　 1式
　中継ポンプ取替　　 　　2基
　桝ポンプ取替　　　　　 4基
管路新設工事　　　　L= 7.7ｍ
公共桝設置　　　　　　 3箇所③

3-4
安心な暮らしを支えるインフ
ラ 3-4

安心な暮らしを支えるインフ
ラ

事業実績

事業内容
日間賀島浄化センター及びマンホールポン
プの維持管理に努めます。

管路・処理場等の設備改良工事を実施し、
施設の延命化を図ります。

38,698,000円 13,310,000円

35,641,616円 12,197,236円

35,641,616円 12,197,236円

92.1% 91.6%

90,746千円 財源内訳　一般会計繰入金 42,581千円 その他

施設管理事業 建設改良事業 施設管理事業 建設改良事業

84,087千円 財源内訳　一般会計繰入金 42,581千円 その他

事業概要 日間賀島地区漁業集落排水施設の建設及び建設後の管理運営を行います
担当課　水道課

工務係　内線163・164

漁業集落排水事業特別会計
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令和元年度　事業評価書

予算科目

予算額 46,791千円

決算額 44,861千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③
漏水調査等をおこない修繕したが目標値に

達しなかった。
計画した管路の耐震化工事を完了できた。

Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い

Ｂ

有収率が８５．７２％と前年を下回ってい
る。

主要配水管路の耐震化率は７７．１％と
なっている。

有収率９０％ ４箇所

有収率８５．７％ ４箇所

改善・対応策
夜間流量の確認により漏水地域の把握、調
査を実施し、有収率の向上を図る。

引き続き、管路の耐震化を計画的に実施す
る。

未達成

課題

達成

事業実績

事業指標
水道施設点検及び漏水調査等により水の安
定供給を図る。

予定した耐震化工事の完了

1 2 ③ 1 2 ③

3-4
安心な暮らしを支えるインフ
ラ 3-4

安心な暮らしを支えるインフ
ラ

事業内容

水の安定供給を図るため、施設等の維持管
理に努めます。

水質検査業務
水道施設機器点検業務
量水器取替業務
水道施設維持修繕

主要管路の耐震化により、水の安定供給を
図ります。

65,721,000円

58,536,358円

水質検査業務　　　　　　　毎月実施
水道施設機器点検業務　　　１３箇所
量水器取替業務　　　　１，１８０個
水道施設維持修繕　　　　　１３１件

278,379,200円

89.1% 89.3%

311,641,000円

58,536,358円 278,379,200円

0円 0円

大井配水区管路耐震化工事
　φ３００　Ｌ＝４３１ｍ　他
重要給水施設配水管布設替工事
　φ１００　Ｌ＝　９０ｍ　他
大井配水区送水管耐震化工事
　φ４００　Ｌ＝１４５ｍ
岩屋配水区第２配水管整備工事（その１）
　φ３００　Ｌ＝３３５ｍ　他

施設保守点検整備事業 管路耐震化事業 施設保守点検整備事業 管路耐震化事業

1,273,726千円 財源内訳　一般会計補助金・負担金 その他 1,228,865千円

1,360,633千円 財源内訳　一般会計補助金・負担金 その他 1,313,842千円

事業概要 水道施設の適切な維持管理及び管路の耐震化に努めます
担当課　水道課

工務係　内線163・164

水道事業会計
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令和元年度　事業評価書

予算科目

予算額 2,781,814千円

決算額 2,759,223千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

事業概要 国民健康保険制度の適切な運用に努めます
担当課　住民課

国保年金係　内線117・118

国民健康保険特別会計

2,946,758千円 財源内訳　一般会計繰入金 187,535千円 その他

78.7%

2,969,348千円 財源内訳　一般会計繰入金 187,534千円 その他

保険給付 健康診査 保険給付 健康診査

事業実績

事業内容
被保険者の医療や出産、死亡に対して、療
養給付費や高額療養費、出産育児一時金、
葬祭費を給付します。

特定健康診査等事業
40歳以上の被保険者に対して、特定健康診
査と特定保健指導を行います。

人間ドック・脳ドック助成事業
被保険者が受診する人間ドック・脳ドック
に対して、助成を行います。

1,904,944,000円 23,151,000円

1,893,761,817円 18,208,620円

10,360,000円 0円

1,883,401,817円 18,208,620円

99.4%

令和元年度末
　被保険者数　6,183人

特定健診受診者数　　1,515人
人間ドック受診者数　　184人
脳ドック受診者数　　　120人

1-5
安心して住み続けられる長寿
社会

3

1-3
生涯通じて取り組む健康づく
り 1-3

生涯通じて取り組む健康づく
り

事業指標 療養費等の適正な給付を行う。 健診受診率

1 2 3 1 2

医療費が増加傾向にある 受診率が県平均より低い

12回／年 44%

12回／年 37.3%

改善・対応策

特定健康審査、特定保健指導を推進し生活
習慣病予防に努める。
新薬と比較し安価なジェネリック医薬品へ
の切り替えを推進する。

受診勧奨通知を送付し特定健診の周知を行
う

達成

課題

未達成

担当課評価 ※③

国民健康保険事業の根本となる事業であ
る。

被保険者の健康維持と健康意識の向上のた
めに必要な事業である。

Ａ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い

Ａ
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令和元年度　事業評価書

予算科目

予算額 187,167千円

決算額 185,009千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

事業概要 後期高齢者医療制度の適切な運用に努めます
担当課　住民課

福祉医療係　内線115・116

後期高齢者医療特別会計

253,456千円 財源内訳　一般会計繰入金 68,447千円 その他

256,162千円 財源内訳　一般会計繰入金 68,995千円 その他

後期高齢者医療 後期高齢者医療

事業実績

事業内容

後期高齢者医療広域連合と市町村が協力し
て運営する制度です。
広域連合は被保険者証の交付、保険料の賦
課、医療費給付を担当し、町においては、
各種申請書や届出の窓口受付などを行いま
す。

256,162,000円

253,455,510円

185,008,280円

68,447,230円

98.9%

令和元年度末　被保険者数　3,651人

3

1-5
安心して住み続けられる長寿
社会

事業指標
適正な後期高齢者医療広域連合納付金の支
出

1 2 3 1 2

保険料の滞りがちな被保険者がいる。

12回／年

12回／年

改善・対応策

早期に接触を図り、高額な滞納にならない
ように努める。

達成

課題

担当課評価 ※③

愛知県後期高齢者医療広域連合と連携し、
制度を運営するため、滞りなく事業を行え
た。

Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い
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令和元年度　事業評価書

予算科目

予算額 1,719,310千円

決算額 1,658,548千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

適正に介護サービス費の保険者負担分の支
払いができた。

多職種連携や医療・介護連携により地域包
括ケアシステム構築に向けた積極的な協議
や情報共有ができた。

Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い

Ａ

介護給付費の増加 総合事業に規定される多様なサービス創出

12回／年 a.３回／年、b.６回以上／年

12回／年 a.１回／年、b.８回／年

改善・対応策

介護給付の適正化事業を通じ、適切な介護
サービスの提供に努める。

介護分野のみならず、様々な業種・団体と
協議・検討を行う。

達成

課題

未達成

事業指標 保険者負担分の支出
a.地域包括ケアシステム推進協議会の開催
b.地域ケア会議の開催

1 2 ③ ① 2

保険者負担分の支払い 地域包括ケアシステム推進協議会の開催
　１回／年

地域ケア会議の開催
　８回／年

1-3
生涯通じて取り組む健康づく
り

3-6
多様性を認め、共に支え合う
コミュニティ

③

1-5
安心して住み続けられる長寿
社会 1-5

安心して住み続けられる長寿
社会

事業実績

事業内容
介護サービス費の保険者負担分を支出しま
す。

1.介護予防・生活支援サービス事業
2.一般介護予防事業
3.包括的支援事業
4.任意事業
5.在宅医療・介護連携推進事業
6.生活支援体制整備事業
7.認知症総合支援事業
8.地域ケア会議推進事業

1,791,730,000円 111,829,000円

1,760,283,543円 92,029,759円

220,845,000円 17,178,000円

1,539,438,543円 74,851,759円

98.2% 82.3%

2,005,932千円 財源内訳　一般会計繰入金 286,622千円 その他

保険給付 地域支援事業 保険給付 地域支援事業

1,945,169千円 財源内訳　一般会計繰入金 286,621千円 その他

事業概要 介護保険制度の適切な運用に努めます
担当課　保健介護課

高齢者介護係　内線540・541

介護保険特別会計
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